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令和４年度介護事業実態調査(介護事業経営概況調査)に関するご協力依頼について 
 
 
 

時下益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。 

平素は本会会務に関し、格別のご協力を賜り厚く御礼申し上げます。 

今般、厚生労働省は介護サービス施設・事業所の経営状況を把握するため「介護事業実態

調査(介護事業経営概況調査)」を実施することとし、本会宛に調査協力の依頼がありました。 

当該調査は、サービス提供の状況、居室・設備等の状況、職員配置、職員給与、収入・支

出の状況等を調査し、次期介護保険制度の改正及び介護報酬改定に必要な基礎資料を得るこ

とを目的に実施されるものです。調査対象は全ての介護保険サービスとし、層化無作為抽出

法により抽出されます。調査実施時期は令和 4年 5月～7月上旬であり、令和 2年度及び令和

3年度の改定前後 2年の決算額を調査するとのことです。提出時期は紙の調査票の場合には令

和 4年 7月 7日、電子調査票の場合には令和 4年 7月 14日となっているようです。 

本会といたしましては、介護サービスの実情把握に資するものとして、当該調査の実施に

協力することといたしました。貴会におかれましても本調査の趣旨をご理解いただき、貴会

会員の先生方にもご協力を賜りますよう周知方宜しくお願い申し上げます。今回の調査結果

は、介護給付費分科会等での検討資料として大きな意味を持つことから、回収率の向上にご

協力のほど宜しくお願い申し上げます。 

 

 

（添付資料） 

〇令和 4年度介護事業実態調査（介護事業経営概況調査）へのご協力依頼について 

(令和 4年 4月 4月 22日 老発 0422第 1号 厚生労働省老健局長 通知) 

・令和 4 年度介護事業経営概況調査の実施について 

・令和 4 年度介護事業経営概況調査の抽出率について 

  

以上 
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令和４年度介護事業経営概況調査の実施について 

 

 

１ 調査の目的 

各サービス施設・事業所の経営状況を把握し、次期介護保険制度の改正及び介護報

酬の改定に必要な基礎資料を得ることを目的とする。 

 

２ 調査時期及び公表時期 

（１）調査時期 

    令和４年 5月～7月上旬（令和２年度及び令和３年度決算額を調査） 

 

（２）公表時期 

    社会保障審議会介護給付費分科会介護事業経営調査委員会における結果の公表

は、令和４年 12月を予定。その後、介護給付費分科会に報告。 

 

 

３ 調査対象等 

（１）調査対象 

全ての介護保険サービス 

 

（２）抽出方法 

層化無作為抽出法により抽出 

 

（３）抽出率 

別表参照 

 

（４）調査項目 

   サービス提供の状況、居室・設備等の状況、職員配置、職員給与、収入の状況、

支出の状況 等 

 

 



別表

令和元年度
（2019）

平成28年度
（2016）

平成25年度
（2013）

令和2年度
（2020）

平成29年度
（2017）

平成26年度
（2014）

　介護老人福祉施設 7,887  1/4  1/4  1/4  1/4  1/4  1/4  1/4

　介護老人保健施設 4,107  1/4  1/4  1/4  1/4  1/4  1/4  1/4

　介護療養型医療施設 239  1/2  1/2  1/2  1/2  4/5  3/5  1/2

　介護医療院 489  1/1 - - -  1/1 - -

　訪問介護 28,949  1/25  1/25  1/25  1/20  1/10  1/10  1/5

　訪問入浴介護 1,530  1/4  1/4  1/5  1/5  1/2  1/2  1/2

　訪問看護 10,310  1/25  1/25  1/25  1/25  1/10  1/10  1/5

　訪問リハビリテーション 4,157  1/6  1/6  1/7  1/20  1/2  1/2  1/3

　通所介護 21,179  1/25  1/25  1/25  1/20  1/10  1/10  1/5

　通所リハビリテーション 7,032  1/10  1/10  1/10  1/10  1/5  1/5  1/5

　短期入所生活介護 9,826  1/20  1/20  1/20  1/40  1/7  1/7  1/7

　特定施設入居者生活介護 4,952  1/5  1/5  1/5  1/10  1/4  1/4  1/3

　福祉用具貸与 6,262  1/20  1/20  1/25  1/30  1/2  1/2  1/2

　居宅介護支援 33,749  1/25  1/25  1/15  1/10  1/20  1/20  1/10

　定期巡回・随時対応型訪問介護看護 783  1/1  1/1  1/1  1/1  1/1  1/1  1/1

　夜間対応型訪問介護 146  1/1  1/1  1/1  1/1  1/1  1/1  1/1

　地域密着型通所介護 15,954  1/25  1/25 － －  1/10  1/10 －

　　(再掲）療養通所介護 68  1/1  1/1  1/1  1/1  1/1  1/1  1/1

　認知症対応型通所介護 2,821  1/8  1/8  1/10  1/10  1/2  1/2  1/2

　小規模多機能型居宅介護 5,072  1/12  1/12  1/12  1/10  1/2  1/2  1/2

　認知症対応型共同生活介護 12,941  1/20  1/20  1/20  1/10  1/12  1/12  1/10

　地域密着型特定施設入居者生活介護 313  1/1  1/1  1/1  1/1  1/1  1/1  1/1

　地域密着型介護老人福祉施設 2,300  1/3  1/3  1/2  1/2  1/2  1/2  1/2

  看護小規模多機能型居宅介護 539  1/1  1/1  1/1  1/1  1/1  1/1  1/1

※　介護医療院は、令和２年度「介護事業経営実態調査」と同じ抽出率としている。

※　母集団数は「介護保険総合データベース」の事業所数である。

令和４年度介護事業経営概況調査の抽出率について

母集団数
※

抽出率

参考
介護事業経営概況調査 介護事業経営実態調査




